
 

《役職員の状況》 
 

○役職員数（平成２９年１０月１日現在） 
役員：８名、教育系職員：８７２名、事務系職員：３４３名、技術系職員：８１名、医療系職員：７８２名  計２，０８６名 

 

○役員一覧 

役 職 氏 名 就任年月日 経     歴 

学 長 森脇 久隆 平成２６年４月 1日 平成 ９年１２月  岐阜大学医学部教授 

平成１６年 ４月  同   大学院医学研究科教授 

平成１７年 ４月  同   大学院医学系研究科教授 

平成１８年 ４月  同   医学部附属病院長 

平成２６年 ４月  国立大学法人岐阜大学長 

 

理事・副学長 

（企画・評価・基金

担当） 

杉戸 真太 平成２６年４月 1日 平成 ９年 ２月  岐阜大学工学部教授 

平成１４年 ４月  同   流域圏科学研究センター教授 

平成１４年 ４月  同   流域圏科学研究センター長 

平成１４年１０月  同   評議員 

平成１８年 ４月  同   産官学融合センター長 

平成２０年 ４月  同   副学長（外部資金担当） 

平成２２年 ４月  国立大学法人岐阜大学理事（財務・基金担当） 

平成２６年 ４月  国立大学法人岐阜大学理事 

 
理事・副学長 

（教学・附属学校 

担当） 

江馬  諭 平成２６年４月 1日 平成１２年 ２月  岐阜大学教育学部教授 

平成２０年 ４月  同   教育学部長 

平成２６年 ４月  国立大学法人岐阜大学理事 

 

理事・副学長 

（学術研究・情報 

担当） 

福士 秀人 平成２６年４月 1日 平成１５年 ４月  岐阜大学農学部教授 

平成１６年 ４月  同   応用生物科学部教授 

平成２２年 ４月  同   教養教育推進センター長 

平成２５年１２月  同   教育推進・学生支援機構副機構長 

平成２５年１２月  同   学長補佐 

平成２６年 ４月  国立大学法人岐阜大学理事 

 

理事・副学長 

（国際・広報担当） 

鈴木 文昭 平成２６年４月 1日 平成１２年 ４月  岐阜大学農学部教授 

平成１６年 ４月  同   応用生物科学部教授 

平成２３年 ４月  同   大学院連合農学研究科長 

平成２５年 ４月  同   学長補佐 

平成２６年 ４月  国立大学法人岐阜大学理事 

 

理事・副学長 

（総務・財務担当） 

横山 正樹 

 ※ 

平成２６年４月 1日 昭和５６年 ４月  文部省採用 

平成１３年 ４月  文部科学省研究振興局情報課学術基盤整備室長補佐 

平成１６年 ４月  同    初等中等教育局特別支援教育課課長補佐 

平成１８年 ２月  国立大学法人兵庫教育大学総務部長 

平成１８年 ４月  同           教育研究支援部長 

平成２０年 ４月  国立大学法人岐阜大学企画部長 

平成２２年 ４月  同         経営企画部長 

平成２３年 ４月  国立大学法人名古屋大学研究協力部長 

平成２６年 ３月  文部科学省大臣官房付辞職 

平成２６年 ４月  国立大学法人岐阜大学理事（役員出向） 

 
監 事 吉田 隆春 平成２４年４月 1日 昭和５１年 ４月  新日本製鐵株式会社 

平成 ８年 ４月  同        名古屋製鉄所設備部次長 

平成 ８年 ４月  同        名古屋製鉄所生産技術部次長 

平成１０年１１月  同        部長待遇（東海ﾌﾟﾗﾝﾄｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)出向） 

平成１３年 ４月  東海ﾌﾟﾗﾝﾄｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)知多事業所取締役所長 

平成２０年 ４月  同           専務取締役 

平成２３年 ５月  国立大学法人岐阜大学産官学融合本部産官学連携ｺｰﾃﾞｲﾈｰﾀｰ 

（平成２４年３月まで） 

平成２４年 ４月  国立大学法人岐阜大学監事 

 
監 事 

（非常勤） 

片桐 多惠子 平成２８年４月 1日 昭和６０年 ４月  中部女子短期大学教授 

平成 ６年 ４月  同       副学長 

平成 ７年 ４月  同       学長 

平成 ７年 ４月  学校法人岐阜済美学院理事 

平成１１年 ４月  中部学院大学短期大学部学長（大学名変更） 

平成１１年 ４月  同          教授（兼務）（大学名変更） 

平成１３年 ４月  中部学院大学副学長（兼務） 

平成２８年 ４月  学校法人岐阜済美学院学院長（兼務） 

平成２８年 ４月  国立大学法人岐阜大学監事（非常勤） 

 

 上記の表中、氏名の下に※を付けている役員は、「特殊法人等整理合理化計画（平成 13 年 12 月 19 日閣議決定）」、「公務員制度改革大綱（平成 13 年

12 月 25 日閣議決定）」、「特別の法律により設立される民間法人の運営に関する指導監督基準（平成 14 年 4 月 26 日閣議決定）」に基づき公表するもの

です。 


